
事業の概要（①②③④を必ず明記）

　①目的・効果 効果検証

　②交付金を充当する経費内容 　①事業の成果、効果

　③積算根拠（対象数、単価等） 　②事業の評価

　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

1

山形村電力・ガス・食料品
等価格高騰緊急支援給付
金（追加分）【物価高騰対策
給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度の住民税非課税世帯　640世帯×70千円
事務費455千円　事務費の内容　［需用費（事務用品等）役務費
（郵送料等）　業務委託料　として支出］
④令和5年度住民税非課税世帯（640世帯）

R6.2 R6.3 38,095 38,095

住民税非課税世帯への物価高騰対
策給付金の支給
支給世帯：538世帯
支給額：一律70,000円

➀電気ガス食料品等の価格高騰の影響が
大きい低所得者層(住民税非課税世帯)へ
の給付金支給により家計の支援をすること
ができた。
②低所得者層(住民税非課税世帯)に給付
金を支給したことで、電気ガス食料品等の
価格高騰の負担感が大きい世帯に適切な支
援をすることができた。

保健福祉課

2

物価高騰対応重点支援事
業(住民税均等割のみ課税
世帯）【物価高騰対策給付
金】

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯への支援を行
う。
②住民税均等割のみ課税世帯等への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度の住民税均等割のみ課税世帯等210世帯
×100千円　事務費173千円　事務費の内容　［需用費（事務用
品等）役務費（郵送料等）　業務委託料　として支出］
④令和5年度住民税均等割のみ課税世帯（210世帯）

R6.2 R6.3 16,642 16,642

住民税均等割のみ課税世帯への物
価高騰対策給付金の支給
支給世帯：165世帯
支給額：一律100,000円

➀物価高騰の影響が大きい低所得者層(住
民税均等割のみ課税世帯)への給付金支給
により家計の支援をすることができた。
②低所得者層(住民税均等割のみ課税世
帯)に給付金を支給したことで、物価高騰の
負担感が大きい世帯に適切な支援をするこ
とができた。

保健福祉課

3
物価高騰対応重点支援事
業（こども加算）【物価高騰
対策給付金】

①物価高が続く中で子育てをしている低所得者世帯への支援を
行う。
②子育てをしている低所得者世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度の住民税均等割非課税世帯の子供の人数
90人×50千円　R5年度分住民税均等割のみ課税世帯の子供
の人数　60人×50千円　事務費110千円　事務費の内容　［需
用費（事務用品等）役務費（郵送料等）　業務委託料　として支
出］
④令和5年度住民税均等割非課税世帯の子供の人数　（90人）
令和5年度住民税均等割のみ課税世帯の子供の人数　（60人）

R6.2 R6.3 5,888 5,888

住民税均等割非課税及び住民税均
等割のみ課税の各世帯のこども加
算給付金の支給
支給世帯：116人(こども数）
支給額：一律50,000円

➀物価高騰の負担感が大きい低所得者層
のうち子育てをしている世帯へ、こども加算
給付金を支給することで家計支援をするこ
とができた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　②
子育てをしている低所得者層に、こども加算
給付金を支給したことで物価高騰の影響が
大きい世帯に適切な支援をすることができ
た。

保健福祉課

10
物価高騰対策対応子育て
世帯特別支援臨時給付金

①物価高騰によるの影響を受ける子育て世帯への支援
②子育てをしている世帯への給付金及び事務費
③給付金額18歳以下の児童1,450人×20,000円＝
29,000,000　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務費　消耗品
20,000円　通信運搬費81,000円　電算委託料138,000円
④住民登録がある１８歳以下1,450人

R6.2 R6.3 27,713 26,882

・子育て世帯特別支援臨時給付金
1,375人×20,000円＝
27,500,000円
・申請書郵送代（797通）　58,181
円
・（株）電算委託料　137,500円
・宛名シール代　17,050円

①燃料や食料品をはじめ、日常生活に
欠かすことのできないあらゆる物資の価
格が高騰し、家計への負担が長引く状
況が続く中、特に子育て世帯が受ける
影響を軽減することができた。
②山形村子育て世帯特別支援臨時給
付金を支給し、安定した子育て環境の
維持、確保をすることができた。

住民課

88,338 87,507合　計

担当課

令和5年度物価高騰重点支援地方創生臨時交付金実施計画　実施状況及び効果検証

事業の実施状況交付対象事業の名称Ｎｏ 事業
始期 事業
終期
総事業費
(千円）

交付金
充当額
（千円）


